
土地売買契約書 

 

売主蒲郡市（以下「甲」という。）と、買主○○○○○○（以下「乙」とい

う。）とは、次の条項により土地売買契約（以下「本契約」という。）を締結

する。 

 

（信義誠実の義務） 

第１条 甲乙両者は、信義を重んじ、誠実に本契約を履行しなければならな

い。 

（売買） 

第２条 甲は乙に対し、次に表示する土地（以下「本件土地」という。）を、

次条第１項に定める議会の可決が得られることを停止条件として、売買代金

を金○，○○○，○○○，○○○円として売り渡し、乙はこれを買い受ける

ものとする。 

土地の表示 

地 番 地 目 数 量（㎡） 

蒲郡市浜町７２番 雑種地 ２７２４２．４９ 

蒲郡市浜町７３番７ 宅地 ２０８１．０２ 

合計  ２９３２３．５１ 

２ 本契約において次条第１項に定める議会の議決が得られず、前項の条件が

成就しなかったときは、本契約は当然に解除されたものとする。この場合、

甲乙は互いに支出した費用の返還及び損害賠償の請求は行わないものとす

る。 

（議会の承諾） 

第３条 甲は、蒲郡市議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関

する条例（昭和３９年蒲郡市条例第４号）第３条の規定に基づき、本契約の

締結を議会の決議に付し、可決を得るよう努めるものとする。 

２ 甲は乙に対し、前項に定める議決の決議結果を書面により遅滞なく通知す

るものとする。 

（契約保証金） 

第４条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３４の２第２項及び地方

自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の１６第１項に定める

契約保証金は、蒲郡市契約規則（昭和３９年蒲郡市規則第１１号）第２６条



第１項第６号の規定により免除するものとする。  

（代金の支払） 

第５条 乙は、第３条第１項に定める決議結果が可決の場合において、その旨

が記載された同条第２項に定める書面を受け取ったときには、同書面におい

て甲が定める日までに、第２条第１項に定める売買代金のうち○，○○○，

○○○，○○○円を前払い金として甲の指示する手続きにより甲に支払うも

のとする。 

２ 前項の金員は、解約手付と解釈せず、乙は、前項の金員の放棄により本契

約を解除することができず、甲は、乙に対する前項の金員の倍額の提供によ

り本契約を解除することができない。 

３ 甲は、乙に対し、令和４年２月末日までに残代金（第２条第１項に定める

売買代金と本条第１項に基づき乙が支払済みの前払い金との差額）を請求す

るものとする。 

４ 乙は、前項に定める請求を受けたときは、甲が指定する支払期日までに、

前項に定める差額を甲の指示する手続きにより支払わなければならない。 

（延滞金） 

第６条 乙は、前条に定める納付が遅延したときは、その遅延した額につい

て、蒲郡市分担金等に係る督促及び延滞金に関する条例（昭和３９年蒲郡市

条例第９号）第３条の規定に基づき算出した金額を延滞金として甲に支払わ

なければならない。 

（所有権の移転） 

第７条 本件土地の所有権は、乙が第２条第１項に定める売買代金を完納した

ときに乙に移転するものとする。 

（所有権移転登記） 

第８条 本件土地の所有権移転登記については、乙が第２条第１項に定める売

買代金完納後、遅滞なく甲が行うものとし、これに要する費用は乙の負担と

する。 

２ 甲は、甲が必要と認めるときは、前項に定める所有権移転登記とともに、

第１６条に定める買戻しについての登記を併せて行うものとし、この場合に

要する費用は乙の負担とする。 

（本件土地の引渡し） 

第９条 甲は、第７条の規定により本件土地の所有権が乙に移転したときは、

乙に対し速やかに本件土地を引き渡すものとする。 

（危険負担） 

第１０条 乙は、本契約締結の時から売買物件の引渡しの時までにおいて、当



該物件が甲乙双方の責に帰することのできない事由により毀損した場合に

は、甲に対して売買代金の減免、又は修復の請求をすることができない。 

２ 乙は、甲乙双方の責めに帰することができない事由により、引渡し前に当

該物件が滅失又は毀損した場合には、本契約を解除することができる。 

３ 甲は、前項の規定により本契約が解除された場合、既に納付された金員を

無利息で遅滞なく乙に返還しなければならない。 

（契約不適合責任） 

第１１条 乙は、本契約締結後、当該土地の種類、品質又は数量に関して契約

の内容に適合しないことを理由として、履行の追完の請求、代金の減額の請

求、損害賠償の請求又は契約の解除の請求をすることができない。 

（計画内容提案の遵守） 

第１２条 乙は、本件土地の利用に際し、浜町企業用地売却に係るプロポーザ

ル実施要領による令和○○年○○月○○日付け乙作成に係る提案書（以下

「提案書」という。）に記載された内容を遵守しなければならない。 

２ 乙は、やむを得ない事情が発生したときは、当該理由を記載した書面を甲

に提出し、甲及び乙の協議により、提案書の内容を変更することができる。 

３ 甲及び乙は、提案書に記載された内容の実現のために、相互に協力するも

のとする。 

（土地利用の用途指定等） 

第１３条 乙は、契約締結日から１０年を経過するまでの間（以下「指定期

間」という。）は、本件土地を提案書に記載された用途に供さなければなら

ない。ただし、やむを得ない事情が発生した場合は、甲及び乙の協議によ

り、上記用途を変更することができる。 

２ 乙は、第９条に定める引渡しを受けた日から３年を経過する日までに、提

案書に記載された用途の建物を建設し、操業を開始しなければならない。た

だし、やむを得ない事情が発生した場合は、甲及び乙の協議により、変更す

ることができる。 

３ 乙は、指定期間中、本件土地について、売買、交換等による所有権の移転

又は地上権、使用貸借による権利若しくは賃借権その他の使用及び収益を目

的とする権利の設定（以下「所有権の移転等」という。）をしてはならな

い。ただし、甲の書面による承認を得た場合は、この限りではない。 

４ 乙は、前項ただし書きに定める所有権の移転等を行う場合にあっては、所

有権の移転等を受ける第三者に対し、本契約に基づき生じる義務を承継させ

るための措置をとらなければならない。 

（公租公課の負担） 



第１４条 所有権の移転後に生ずる本件土地の公租公課その他一切の賦課金

は、乙の負担とする。 

（契約の解除） 

第１５条 甲又は乙は、相手方が本契約に定める義務を履行しないときは、本

契約を解除することができる。 

２ 前項の規定により本契約が解除された場合において、相手方及び第三者に

損害が生じても、解除した当事者はその責を負わないものとし、第三者が損

害を被ったときは相手方がその損害を賠償する責を負う。 

（買戻しの特約） 

第１６条 甲は、乙が次の各号のいずれかに該当するときは、第２１条第１項

に定める金員を乙に提供することで本件土地を買い戻すことができる。 

⑴ 第１２条及び第１３条の規定に違反したとき。 

⑵ 虚偽の報告又は申告その他の不正な行為により本契約を締結したとき。 

２ 前項の規定による買戻しができる期間は、契約締結日から１０年を経過す

る日までとする。 

３ 本件土地の所有権及び占有は、甲が乙に対し第１項に定める買戻権を行使

し、第２１条第１項に定める金額を提供したときに、乙から甲に移転するも

のとする。 

４ 第１項の規定により甲が本件土地を買い戻した場合において、乙及び第三

者に損害が生じても、甲はその責を負わないものとし、第三者が被害を被っ

たときは乙がその損害を賠償する責を負う。 

５ 本件土地の買戻しにかかる所有権移転登記については、第２１条第１項に

定める金員を提供した後、遅滞なく甲が行うものとし、これに要する費用は

乙の負担とする。 

６ 第２項に定める期間経過後、第８条第２項の買戻しの登記を抹消する場

合、これに要する費用は乙の負担とする。 

（原状回復） 

第１７条 乙は、甲が第１５条、第２２条若しくは第２３条第２項の規定によ

り本契約を解除したとき又は第１６条の規定により本件土地を買い戻したと

きは、甲の指定する期日までに、本件土地を第９条に定める引渡しの際の状

態に回復して返還しなければならない。ただし、甲が本件土地を引渡しの際

の状態に回復することを必要としないと認めてこれを書面で承諾したとき

は、この限りではない。ただし、返還の期日を指定するに当たり、甲は合理

的期間を設けるものとする。 

２ 乙は、前項の規定により本件土地を甲に返還するときは、甲の指定する期



日までに、本件土地の所有権移転又は抹消の登記に必要な書類を甲に提出し

なければならない。 

３ 前項に定める移転又は抹消の登記に要する費用は、乙の負担とする。 

（違約金） 

第１８条 甲が第１５条、第２２条若しくは第２３条第２項の規定により本契

約を解除したとき又は第１６条の規定により本件土地を買い戻したとき、乙

は、第５条第１項に定める前払い金相当額の金員を違約金として甲に支払わ

なければならない。 

２ 乙が第１５条により本契約を解除したとき、甲は，第５条第１項に定める

前払い金相当額の金員を違約金として乙に支払わなければならない。 

（使用料相当額） 

第１９条 乙は、甲が第１５条、第２２条若しくは第２３条第２項の規定によ

り本契約を解除したとき又は第１６条の規定により本件土地を買い戻したと

きは、本件土地の引渡しを受けた日から本契約を解除された日又は本件土地

を買い戻された日までの間における使用料相当額を、甲に支払わなければな

らない。 

２ 前項に定める使用料相当額は、普通財産の一時貸付事務要領（平成２年蒲

郡市施行）の規定を準用し算出した金額から、乙が負担する本件土地にかか

る固定資産税額を控除した額とする。 

（損害賠償） 

第２０条 甲又は乙が本契約に定める義務を履行しないことにより相手に生じ

た実際の損害額が、第１８条及び前条により賠償されるべき損害賠償金の額

を超える場合に、甲又は乙が当該相手方に対して、その超える額につきなお

損害賠償請求することを妨げるものではない。 

（返還金等） 

第２１条 甲は、第１５条、第２２条若しくは第２３条第２項の規定により本

契約を解除したとき又は第１６条の規定により本件土地を買戻したときは、

乙が第１７条に定める義務を完全に履行した後、第２条第１項に定める売買

代金と第５条第１項に定める前払い金との差額を、利息を付さずに返還する

ものとする。 

２ 第１項の場合において、第１９条に定める使用料相当額、前条に定める損

害賠償その他乙が甲に支払うべき金銭があるときは返還する売買代金と相殺

する。 

３ 乙は、本契約の締結に要する費用及び本件土地に関して支出した一切の費用

を甲に請求することができない。ただし、甲の責に帰すべき事由があるときは



この限りでない。 

（暴力団等排除に係る解除） 

第２２条 甲は、乙が次の各号のいずれかに該当するときは、何ら催告を要す

ることなく、本契約を解除することができる。 

⑴ 法人等（法人又は団体若しくは個人をいう。以下同じ。）の役員等（法

人にあっては非常勤を含む役員及び支配人並びに営業所の代表者、その他

の団体にあっては法人の役員等と同様の責任を有する代表者及び理事等、

個人にあってはその者及び支店又は営業所を代表する者をいう。以下同

じ。）に暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律

第７７号。以下「暴対法」という。）第２条第６号に規定する暴力団員

（以下「暴力団員」という。）又は暴力団員ではないが暴対法第２条第２

号に規定する暴力団（以下「暴力団」という。）と関係を持ちながら、そ

の組織の威力を背景として暴力的不法行為等を行う者（以下「暴力団関係

者」という。）がいると認められるとき。 

⑵ 暴力団員又は暴力団関係者（以下「暴力団員等」という。）がその法人

等の経営又は運営に実質的に関与していると認められるとき。 

⑶ 法人等の役員等又は使用人が、暴力団の威力若しくは暴力団員等又は暴

力団員等が経営若しくは運営に実質的に関与している法人等を利用するな

どしていると認められるとき。 

⑷ 法人等の役員等又は使用人が、暴力団若しくは暴力団員等又は暴力団員

等が経営若しくは運営に実質的に関与している法人等に対して資金等を供

給し、又は便宜を供与するなど暴力団の維持運営に協力し、又は関与して

いると認められるとき。 

⑸ 法人等の役員等又は使用人が、暴力団若しくは暴力団員等と社会的に非

難されるべき関係を有していると認められるとき。 

⑹ 法人等の役員等又は使用人が、前各号のいずれかに該当する法人等であ

ることを知りながら、これを利用するなどしていると認められるとき。 

２ 甲は、前項の規定により本契約を解除したときは、これによって生じた甲

の損害の賠償を乙に請求することができる。 

３ 甲は、第１項の規定により本契約を解除したことにより、乙に損害が生じ

ても、その責を負わないものとする。 

（妨害又は不当要求に対する届出義務） 

第２３条 乙は、本契約の締結又は履行に当たって、妨害（不法な行為等で、

業務履行の障害となるものをいう。）又は不当要求（金銭の給付等一定の行

為を請求する権利若しくは正当な利益がないにもかかわらずこれを要求し、



又はその要求の方法、態様若しくは程度が社会的に正当なものと認められな

いものをいう。）を受けた場合は、遅滞無く甲に報告すると共に、警察へ被

害届を提出しなければならない。 

２ 乙が妨害又は不当要求を受けたにもかかわらず、前項の報告又は被害届の

提出を怠ったと認められる場合は、甲はそれ以降、乙と本契約を締結しない

措置を講じること又は契約の解除をすることができる。 

３ 前項の場合において、乙は甲に対して損害賠償を請求することができな

い。 

（注意事項の遵守） 

第２４条 乙は、別紙に表示した注意事項について同意し、遵守しなければな

らない。 

（環境保全の義務等） 

第２５条 乙は、建築及び操業に当たって生じる電波障害、騒音、振動、悪

臭、風害、日照障害等について、自らの責任において必要な措置を講じなけ

ればならない。 

２ 乙は、甲が必要と認めたときは、別途甲と環境保全協定を締結しなければ

ならない。 

３ 乙は、建築及び操業に当たり、近隣住民との協議、調整等を自らの責任で

行うとともに、充分な注意をもって本件土地を管理し、近隣住民その他の第

三者との紛争が生じないよう留意しなければならない。 

（所轄裁判所） 

第２６条 甲及び乙は、本契約に関して紛争が生じたときは、本件土地の所在

地を管轄する裁判所を第一審の専属的合意管轄裁判所とすることに合意す

る。 

（疑義の決定） 

第２７条 この契約に関し疑義があるときは、甲乙協議のうえ決定する。 

 

本契約の締結を証するため、契約書２通を作成し、両者記名押印のうえ各自

その１通を保有する。 

 

 

 

 

 

 



令和○○年○○月○○日 

 

（甲）売払人 蒲郡市旭町１７番１号 

蒲郡市 

蒲郡市長  鈴 木 寿 明 

 

（乙）買受人 ○○市○○町○○ 

株式会社○○○○○○ 

代表取締役 ○ ○ ○ ○ 

 

  



 

別紙 

物件に関する注意事項 

 

 

注意事項 

 ○建築基準法や都市計画法等、建物建築に関連した法令に基づく各種制限

の確認は、申込者の責任において行うこと。 

 ○上下水道・電力・ガス等の工事及び利用申請、整地・電柱移設・乗り入

れ設置・側溝整備の工事等、物件の利用に必要となる各種の手続きや工

事は、申込者の責任において行うこと。 

 ○本物件の地中埋設物や土壌汚染等について蒲郡市が調査を行っていない

こと、本物件の引渡し後にこれらの隠れた瑕疵が発見されたとしても、

蒲郡市は一切の責任を負わない。 

 〇土壌汚染対策が必要となった場合は、申込者は自己の負担により関係法

令等及び関係行政機関の指導に従って実施すること。 

  ○本物件は現況引渡しとする。 

   

 


